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5	 サブサハラ・アフリカ地域
サハラ砂漠より南に位置するサブサハラと呼ばれる

地域は、豊富な天然資源と12億の人口を背景に大き
なポテンシャルを有していますが、近年、国際資源価
格の下落、脆

ぜい
弱
じゃく

な保健システムやテロ・暴力的過激主
義の台頭など新たな問題にも直面しています。こうし
た課題に対応するため、2015年のアフリカ連合

（AU）首脳会合において、アフリカ自身の新たな開
発アジェンダである「アジェンダ2063」が採択され、
国連でも同年「持続可能な開発のための2030アジェ
ンダ」が新たに採択されるなど、アフリカ自身の取組
と密接に結びついた国際社会による新たな取組も開始
されています。

＜	日本の取組	＞
国際社会との協調の下で、上記のようなアフリカ自

身の取組を後押しする枠組みとして、日本が、国連、
国連開発計画（UNDP）、および世界銀行、アフリカ
連合委員会（AUC）と共に、継続的に開催している、
アフリカ開発会議（T

テ ィ カ ッ ド
ICAD）があります。2016年に

ケニアのナイロビで開催された第6回アフリカ開発会
議（TICAD　VI）は初のアフリカ開催となり、アフ
リカ53か国、開発パートナー諸国およびアジア諸国、
国際機関および地域機関の代表、ならびに民間セク
ターやNGO等市民社会の代表など、約11,000名以
上（会場内のサイドイベント含む）が参加しました。

2017年12月、安倍総理大臣は「UHCフォーラム2017」に出席す
るため訪日中のマッキー・サル・セネガル大統領と首脳会談を行った。

（写真提供：内閣広報室）

ブルキナファソは、2012年から「基礎教育戦略開発プ
ログラム（PDSEB2012-2021）」に基づき、基礎教育への
アクセス・質の向上、ノンフォーマル教育注1の発展と教
育システムの分権化などの取組を行っています。また、教
育分権化の潮流の中で学習環境改善の担い手になり得ると
して、地域住民による「学校運営委員会（COGES）」の設
置を推進しています。15歳以上の識字率が34.6%（2014
年）と低い水準にとどまっているブルキナファソでは、学
校で教育を受けたことのない親を持つ子どもも少なくあり
ません。教育の質の向上には、学校の授業の改善だけでは
なく、子どもを取り巻く親やコミュニティが教育の必要性
を理解し、子どもたちを支援していくことが重要です。

日本は、ブルキナファソの要請を受けて、2009年から
2013年に技術協力プロジェクト「COGES支援プロジェ
クト」を実施し、有効なCOGESモデルを確立し、パイ
ロット地域4州における2,780のCOGESの設置に貢献し
ました。

2014年5月から開始された「COGES支援プロジェク
ト・フェーズ2」では、第1フェーズの終盤に新設された
パートナー機関の職員と日本人長期専門家が、第1フェー
ズの対象外であった残りの州においても、国民教育・識字

省予算によるCOGESの全国普及（合計設置数11,700）
を行いました。COGESは、それぞれの学校のニーズに応
じて活動計画を立案・実施することで、教育の質の改善に
貢献するとともに、将来的には教育の分権化を担う組織と
して、学校補助金の交付や給食提供等を行う受け皿となる
ことも期待されています。

注1　正規な学校教育の枠外で、ある目的を持って組織的に行われ
る教育活動。

学校運営委員会（COGES）モニタリングの様子。

ブルキナ
ファソ 学校運営委員会支援プロジェクト・フェーズ2

技術協力プロジェクト（2014年5月～2017年12月）
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TICAD　VIでは、2013年に開催されたTICAD V
以降のアフリカの開発をめぐる環境変化を踏まえ、①
経済多角化・産業化を通じた経済構造改革の促進、②
質の高い生活のための強靱な保健システム促進、③繁
栄の共有のための社会安定化について集中的な議論が
行われ、その成果として、今後のアフリカ開発の方向
性を示す「ナイロビ宣言」がまとめられました。

日本政府は、TICAD VIの取組として、2016年か
ら2018年の3年間で、日本の強みである質の高さを
活かした約1,000万人の人材育成をはじめ、官民総
額300億ドル規模の質の高いインフラ整備や強靱な
保健システム促進、平和と安定の基盤づくりなどのア
フリカの未来への投資を行う旨を発表しました。こう
した取組の中には、約3万人の産業人材の育成、基礎
的保健サービスにアクセスできる人数をアフリカ全体
で約200万人増やすこと、約5億ドル以上の支援に
より約30万人の命を救うことなどが含まれています。

2017年8月にはモザンビークのマプトでTICAD
閣 僚 会 合 が 開 催 さ れ、 参 加 者 た ち は2013年 の
TICAD Vおよび2016年のTICAD VIのコミットメ
ントの進捗状況を確認し、2016年以降、16,000人

以上への職業訓練や、約250万人への教育機会の提
供を含む、約50億ドル以上の取組を実施したことを
確認しました。これに対し、アフリカの多くの国から
日本のこれまでの支援に対する高い評価を受けまし
た。また、閣僚会合のサイドイベントの一つとして日
本政府は「日・アフリカ民間セクターとの対話」を実
施し、アフリカの経済開発に民間部門の関与が不可欠
であることを再確認しました。

次回のTICAD 7は、2019年に横浜で開催予定です。

ボツワナでは、1991年時点で約132万人であった人口
が、2015年時点で約226万人まで増加しています。セラ
メン小学校は、首都ハボロネから車で約30分のモホディ
ツァーネ地域に位置する公立校です。この地域はハボロネ
へ通勤可能な距離に位置するものの、家賃など生活費が比
較的安価であるため、地方から出稼ぎのために移動してき
た人々が住む場所として人気が高く、人口増加が著しい地
域です。その結果、同校では急増する児童数に対応する教
室が不足しており、児童たちの一部は屋外に机を並べて学
習することを強いられていました。このような状況は、授
業が天候に左右されるだけでなく、同校のすぐ横を通る国
道からの騒音もあり、児童が集中して学習するには程遠い
環境でした。

この案件の被供与団体であるクウェネン地区評議会モホ
ディツァーネ・タマハ地域支部は、教室棟建設を計画して
いましたが、予算不足の状態にある地方自治体からの資金
支援は期待できず、ほかの財源も目途が立っていませんで
した。このような中、日本は草の根・人間の安全保障無償
資金協力による支援を実施しました。

2016年2月に始まった教室棟の建設は、2017年2月
に完了し、これにより、セラメン小学校の児童約70名（2

学級）が新たに室内で授業を受けられるようになりまし
た。また、屋外で学ぶ学級も1週間交代で新設した教室を
利用しており、合計約140名（4学級）の児童が室内で授
業を受けることができるようになりました。

この地域の人口は今後も増加することが見込まれ、特に
小学生を子どもに持つ若い労働者層が増えると予想されて
いることから、教室は今後も長く活用されることが見込ま
れています。

引渡し式に参加したセラメン小学校児童たち。（写真：堀尾麗華）

ボツワナ クウェネン地区セラメン小学校教室棟建設計画
草の根・人間の安全保障無償資金協力（2016年2月～2017年2月）

2017年8月、モザンビークで開催されたアフリカ開発会議（TICAD）
閣僚会合において、河野外務大臣がアジアとアフリカの連結性強化の
重要性を強調。
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ナイジェリア

エボラ出血熱流行国を中心
とした保健システムの再構築

ビジネス・投資環境整備、
資源エネルギー開発促進

西アフリカ「成長の環」
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海上の安全確保
（ソマリア沖海賊対策含む。）

凡例

：三重点総合広域開発地域

2016年～2018年の3年間で、日本の強みである質の高さを
活かした約1,000万人への人材育成をはじめ、官民総額300
億ドル規模の質の高いインフラ整備や保健システム構築、平
和と安定の基礎作り等のアフリカの未来への投資を行う。
Ⅰ経済の多角化・産業化
G7伊勢志摩原則に沿った「質の高いインフラ投資」の推進
による連結性強化。
人材育成・生産性向上等を通じた民間セクタ－の活動促進。
Ⅱ強靱な保健システム促進
公衆衛生危機への対応能力および予防・備えの強化。
すべての人が保健サービスを享受できるアフリカへ（アフリ
カにおけるUHC推進）。
Ⅲ繁栄の共有に向けた社会安定化
若者への教育・職業訓練等をはじめとする平和と安定の実
現に向けた基礎づくり。

ルワンダは、科学技術人材育成による社会・経済開発を
目指しており、理数科教育の質の向上は最重要課題の一つで
す。しかし、内戦の影響による教員の人材不足や教授言語の
改正（学校の授業で使用する言葉がフランス語から英語に
切り替わった）で、教育現場では適切な指導力のある教員が
不足しており、教員の能力強化が喫緊の課題となっています。

そこで、日本のNPO「ルワンダの教育を考える会」は、
2001年から教育支援しているウムチョムィーザ学園小学
校の教員とガサボ郡教育行政官を日本に招

しょう

聘
へい

し、小学校な
どの教育現場において、実際に日本の教員が実践している
校内研修（授業研究）を紹介し、その実践法を学ぶことに
より算数指導の質を高めていく取組を行っています。研修
員は帰国後、所属先の同僚教員への共有はもちろん、行政
官を通じて同じ地区にある小学校の教員も巻き込み、校内
研修として日本の授業研究を実践しており、この案件はル
ワンダにおける教員の算数指導力向上に向けたモデル事業
となっています。

さらに、JICAが実施中の技術協力プロジェクト「学校

ベースの現職教員研
修の制度化・質の改
善支援プロジェクト

（2017年1月～2019
年12月）」と連携し、
ルワンダ教育委員会
を通じ、ルワンダ全
国に授業研究を広げ
ることを目標として
います。ルワンダで
は、2016年に施行された新カリキュラム普及のため校内
研修制度が導入されましたが、多くの学校では校内研修の
経験がなく戸惑いが見られていることから、「具体的なや
り方」を見せることができる両プロジェクトへの期待が高
まっています。日本による複数の開発協力案件が有機的に
つながり、日本の教育を支える校内研修制度のノウハウが
ルワンダに広まっています。

（2017年12月時点）

キガリ市キミロンコ地区小学校教員に
対する日本人専門家による算数教授法
指導の様子。（写真：ルワンダの教育を
考える会）

ルワンダ 小学校教員の算数指導力向上プロジェクト
草の根技術協力（2016年11月～（実施中））
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	図表Ⅲ-12	 サブサハラ・アフリカ地域における日本の援助実績

2016年 （単位：百万ドル）

順
位 国名

贈　　与

計

政府貸付等

（A）－（B） 合計 
（支出純額）

合計 
（支出総額）

無償資金協力
技術協力 貸付実行額

（A）
回収額 
（B）うち国際機関

を通じた贈与
1 タンザニア 46.33 4.30 35.26 81.58 111.07 － 111.07 192.65 192.65

2 ケニア 33.51 11.52 44.97 78.48 86.47 81.84 4.63 83.10 164.95

3 モザンビーク 34.06 0.47 25.41 59.47 30.01 － 30.01 89.47 89.47

4 ウガンダ 24.87 11.19 18.06 42.94 23.91 － 23.91 66.84 66.84

5 エチオピア 38.76 14.10 23.85 62.61 － － － 62.61 62.61

6 南スーダン 48.24 21.65 6.91 55.15 － － － 55.15 55.15

7 コンゴ民主共和国 29.23 17.59 12.20 41.43 － － － 41.43 41.43

8 ザンビア 21.14 2.00 16.03 37.17 1.78 － 1.78 38.94 38.94

9 スーダン 22.28 9.30 14.54 36.82 － － － 36.82 36.82

10 ガーナ 12.23 － 21.19 33.42 － － － 33.42 33.42

11 ブルキナファソ 20.44 2.50 9.80 30.25 － － － 30.25 30.25

12 セネガル 4.71 0.09 23.33 28.04 － 0.28 -0.28 27.76 28.04

13 ルワンダ 14.02 3.79 13.38 27.40 － － － 27.40 27.40

14 リベリア 23.72 6.37 2.55 26.27 － － － 26.27 26.27

15 カメルーン 7.97 7.70 7.93 15.89 7.83 － 7.83 23.72 23.72

16 コートジボワール 9.62 1.00 12.93 22.55 － － － 22.55 22.55

17 ソマリア 20.90 20.80 0.65 21.55 － － － 21.55 21.55

18 マラウイ 6.92 5.00 13.60 20.52 － － － 20.52 20.52

19 ギニア 14.57 11.09 3.48 18.06 － － － 18.06 18.06

20 ナイジェリア 4.27 3.91 11.57 15.85 0.15 － 0.15 16.00 16.00

21 中央アフリカ 15.70 15.70 － 15.70 － － － 15.70 15.70

22 モーリタニア 14.77 5.50 0.81 15.58 － － － 15.58 15.58

23 ジンバブエ 9.27 2.76 5.79 15.05 － － － 15.05 15.05

24 シエラレオネ 7.75 7.41 5.65 13.39 － － － 13.39 13.39

25 ボツワナ 0.33 － 7.41 7.74 4.40 4.15 0.25 7.99 12.13

26 南アフリカ 1.29 － 9.76 11.05 － 0.86 -0.86 10.18 11.05

27 ベナン 6.97 － 3.95 10.92 － － － 10.92 10.92

28 ニジェール 8.68 8.50 2.06 10.74 － － － 10.74 10.74

29 カーボヴェルデ 0.11 － 0.43 0.54 9.59 － 9.59 10.13 10.13

30 マリ 8.29 4.70 0.95 9.24 － － － 9.24 9.24

31 ジブチ 5.56 5.39 3.56 9.13 － － － 9.13 9.13

32 マダガスカル 3.24 2.21 5.25 8.48 － － － 8.48 8.48

33 チャド 4.89 4.89 0.19 5.08 － － － 5.08 5.08

34 アンゴラ 0.39 － 4.15 4.54 － － － 4.54 4.54

35 ガボン 0.31 0.06 4.03 4.34 － 0.87 -0.87 3.47 4.34

36 モーリシャス 2.81 － 1.01 3.82 0.46 2.90 -2.44 1.38 4.28

37 コンゴ共和国 2.83 2.50 0.99 3.82 － － － 3.82 3.82

38 ブルンジ 2.65 2.65 0.99 3.64 － － － 3.64 3.64

39 トーゴ 1.63 － 1.71 3.34 － － － 3.34 3.34

40 ナミビア － － 2.99 2.99 － 8.63 -8.63 -5.64 2.99

41 サントメ・プリンシペ 2.25 － 0.13 2.37 － － － 2.37 2.37

42 ガンビア 1.19 1.19 0.59 1.78 － － － 1.78 1.78

43 ギニアビサウ 1.19 1.19 0.09 1.28 － － － 1.28 1.28

44 スワジランド 0.13 － 1.06 1.18 － 1.85 -1.85 -0.67 1.18

45 エリトリア － － 1.12 1.12 － － － 1.12 1.12

46 セーシェル 0.07 － 0.91 0.98 － － － 0.98 0.98

47 レソト 0.15 － 0.25 0.40 － － － 0.40 0.40

48 コモロ 0.07 － 0.22 0.29 － － － 0.29 0.29

49 赤道ギニア － － 0.06 0.06 － － － 0.06 0.06

サブサハラ・アフリカ
の複数国向け 148.37 148.32 13.33 161.70 128.67 － 128.67 290.37 290.37

サブサハラ・アフリカ	
地域合計 688.69 367.35 397.05 1,085.75 404.32 101.39 302.93 1,388.68 1,490.07

（注）
・順位は支出総額の多い順。
・四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。
・［－］は、実績が全くないことを示す。
・無償資金協力には国際機関経由の援助のうち、国別に分類できる援

助を含む。
・複数国向け援助とは、調査団の派遣やセミナー等、複数の国にまた

がる援助を含む。

・国名はDAC援助受取国。ただし、合計は卒業国向け援助を含む。
・「サブサハラ・アフリカの複数国向け」の実績には、OECD-DAC

の基準に基づく数値を使用しているため、一部北アフリカおよびサ
ブサハラ・アフリカにまたがる複数国向けの実績が含まれている。

・マイナスは貸付などの回収額が供与額を上回ったことを示す。


